
別紙様式２号

１．推進事業（全取組共通）

事業費（要望額） 6,890,000円 （うち交付金4,500,000円） 鳥取県

うち地域提案メニュー分 円 （うち交付金　　　　円） 平成20年度

現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

経営力の強化

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

経営力の強化 担い手への農地利用集積の促進のため、研修会等を開催し、農業委員会のより一層の活動強化に取り組む。

都道府県における目標関係 備考

成果目標の具体的な実績

計画時（平成19年度） 実施後（平成20年度） 目標（平成20年度） 達成率

担い手への農地利用
集積の促進

・集落農地利用集積の推進
・新技術活用優良農地利用
高度化支援

担い手への農地利用集積率を
16.4%から16.7%へ引き上げ
る。

16.4% 16.9% 16.7% 166.7%
　農業委員会活動事例調査等を実施し、集落農地利用調整を推進
した結果、担い手への農地利用集積率は目標を０．２ポイント上
回り、達成率166.7％となった。

特定法人等農地利用調整緊
急支援

新たに農業参入する特定法人
数　３法人 ０法人 ５法人 ３法人 166.7%

　優良事例調査等を実施し、特定法人への農地利用調整を推進し
た結果、新たに農業参入した特定法人数は目標を２法人上回り、
達成率は166.7％となった。

○地域提案メニューの内容

該当なし

事業実施地区数
（ア）

評価対象外地区数
（イ）

評価対象地区数
（ア）－（イ）

2 0 2

（１）「担い手の育成・確保」にあっては、当該年度における認定農業者（成果目標）に対する当該年度の認定農業者の育成実績により達成率を算出すること。（達成率＝増加数／目標数×100）

（２）「担い手への農地利用集積の促進」にあっては、直近年の集積対象者（集積対象者とは、認定農業者及び基本構想における効率的かつ安定的な農業経営の指標の水準に既に達している農業者（認定農               　　　　　 

      業者である者を除く）をいう。）への利用集積率と、当該年度における利用集積率の目標数値を記述することにより、事後評価の検証を行うものとする。               　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当該年度における利用集積率の増加実績

当該年度における利用集積率の増加目標

利用集積率＝都道府県内の全耕地面積に占める集積対象者への利用集積面積

耕地面積（耕地面積統計の数値を使用）

利用集積面積（集積対象者の自己所有地、借入地、農作業受託地の面積の合計）

農作業受託地の面積（作物別の基幹作業ごとの受託面積の合計面積を当該作物の基幹作業数で除した面積（例：稲作においては、耕起・代かき、田植え、収穫の作業受託面積の合計面積を３で除して算出する。））

　　 （３）「新規就農者の育成・確保」にあっては、計画時の就農予定者数に対する研修教育課程修了者の就農実績により達成率を算出すること。

評価対象外の地区がある場合、
その代表的な理由

総合所見

着実な事業推進により、評価対象事業すべてにおいて目標を達成できた。今後も事業実施主体等と連携して認定農業者を中心
とした担い手への農用地の利用集積等に努めていく。

（注）１　別紙様式１号に準じて作成すること。

　　　２　経営力の強化にあっては、「成果目標の具体的な実績」の欄に、以下の政策目標ごとに掲げる計算方法により算出した実績を記述すること。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

政策目標 取組名 成果目標の具体的な内容

都道府県名

事業実施年度

本県の担い手の育成・確保において、認定農業者等担い手への農地利用集積の促進については、利用集積率が１６．４％（実績）と進んでいない。
また、指導する立場の農業委員会の活動もまだ不十分という現状である。

事業実施後の状況

利用集積率の達成率＝ ×100



（別紙様式２号別添１）

別添１　都道府県内における推進事業取組実施状況総括表

（　　鳥取県　　平成20年度　）

具体的な取組内容 事業費

※各事業実施主体の取組の中で、主な取組を例示的に記入 事業実施主体数 （円） 交付金 都道府県費 市町村費 その他

経営力の強化 ①　担い手の育成・確保

②　担い手への農地利用集積の促進
（集落農地利用集積の推進）

　農業委員会活動事例調査等を実施し、集落農地利用調整を推進した結
果、担い手への農地利用集積率は目標を０．２ポイント上回り、達成率
は166.7％となった。

1 2,500,000 2,500,000

②　担い手への農地利用集積の促進
（新技術活用優良農地利用高度化支援）

　遊休農地等における和牛及びヤギ放牧の技術確立のため以下の事業を
行った。
・和牛推進部会の設置
・研修会の開催2回
・実証ほの設置10地区
・提案書の作成

1 2,390,000 2,390,000

②　担い手への農地利用集積の促進
（特定法人等農地利用調整緊急支援）

　優良事例調査等を実施し、特定法人への農地利用調整を推進した結
果、新たに農業参入した特定法人数は目標を２法人上回り、達成率は
166.7％となった。

1 2,000,000 2,000,000

③　新規就農者の育成・確保

 合　　計 － 6,890,000 6,890,000

政策目的 取組の分類（又は政策目標）

負担区分（円）

備考



（別紙様式２号別添２）

別添２　都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

交付金 都道府県費 市町村費 その他

経営力の強化
担い手への農
地利用集積の
促進

－
鳥取県農業会
議

農地利用調
整緊急支援

企画検討会の開
催、優良事例・
活動事例調査の
実施、優良事例
紹介、優良事例
紹介､作成・配
付､相互研鑽会等
を通じて農業委
員会に対する指
導を実施する。

企画検討会１回、優良
事例・活動事例調査
 5回、優良事例・相互
研鑽会１回、優良事例
集作成配布500部、
農業委員会指導15回

2,500,000 2,500,000

農業委員会活動
事例調査等を実
施し、集落農地
利用調整を推進
した結果、担い
手への農地利用
集積が着実に進
み、目標達成し
た。

鳥取県

新技術活用
優良農地利
用高度化支
援

遊休地等におけ
る和牛及びヤギ
放牧技術の確立
のために以下の
事業を行う。
・検討会の開催
・実証ほの設置
10地区
・提案書(ﾏﾆｭｱﾙ)
の作成

遊休農地等における和
牛及びヤギ放牧の技術
確立のため以下の事業
を行った。
・和牛推進部会の設置
・研修会の開催2回
・実証ほの設置10地区
・提案書の作成

2,390,000 2,390,000

遊休農地等にお
ける和牛及びヤ
ギ放牧の技術確
立を推進した結
果、担い手への
農地利用集積が
着実に進み、目
標達成した。

鳥取県農業会
議

特定法人等
農地利用調
整緊急支援

新たに農業参入
する特定法人数
３法人

企画検討会の開
催、優良事例の
調査の実施、優
良事例集の作
成・配布等を通
じて農業委員会
に対する指導を
実施する。

新たに農業参入
した特定法人数
５法人

企画検討会１回、優良
事例　・活動事例調査
10回、優良事例・相互
研鑽会１回、優良事例
集作成配布500部、農
業委員会指導10回

2,000,000 2,000,000 166.7%

優良事例調査等
を実施し、特定
法人への農地利
用調整を推進し
た結果、特定法
人による農業参
入が着実に進
み、目標達成し
た。

優良事例の紹介
等を通じた利用
調整活動が奏功
し目標達成され
た。今後も鳥取
県農業会議と連
携して法人ニー
ズを掘り起こ
し、特定法人の
増加に向けた取
組みを推進す
る。

合計 － － － － － － － － － 6,890,000 6,890,000 － － －

負担区分（円）

事業内容（計画）

計画策定時

都道府県による
点検評価結果
（所見）

事業実施後（目標年度）

事業費（円）
事業主体等によ
る評価結果成果目標に対す

る成果実績

その他参考
となる事項

目標達成
状況
Ｂ／Ａ事業実績政策目的 政策目標

市町村名（ま
たは地区名）

事業実施主体

優良事例の紹介
等を通じた利用
調整活動が着実
に推進され目標
達成に至った。
今後も鳥取県農
業会議等と連携
して認定農業者
を中心とした担
い手への農用地
利用集積を図
る。

166.7%

担い手への農地
利用集積率が
16.4％から
16.9％に上昇し
た。

担い手への農地
の利用集積率を
16.4％から
16.7％に引上げ

取組名 成果目標（Ａ）



２ 整備事業
   （産地競争力の強化を目的とする取組用）

（鳥取県　平成20年度）

作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

倉吉
市

鳥取
中央
農業
協同
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

土地利
用型作
物（稲）

農畜
産業
の環
境保
全

【環境保
全】
販売農
家のうち
環境保
全型農
業に取り
組む農
業者の
増加

1.7%
(61人
/3,550
人)
(H17)

1.7%
(61人
/3,550
人)
(H18)

16.5%
(587人
/3,550
人)
(H19)

77.35%
(2,746
人
/3,550
人)
(H20)

10.07%
(356人
/3,550
人)
(H20)

910.1%

環境保全
型農業に
取り組む
農業者が
4,500％
増加し
た。

・温湯消毒
装置、種籾
計量設備、
種籾乾燥
設備、脱水
機、コンテ
ナ各一式

12,075,000 4,600,000 7,475,000

平成
19年3
月15
日

関係機関と
一体となっ
た取組によ
り、成果目
標を大幅
に達成し
た。

本事業が契
機となって
地域全体
が、環境保
全型農業に
取組むこと
が図られ
た。今後も
取組が継続
することが
重要と考え
る。

岩美
町

鳥取
いな
ば農
業協
同組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

土地利
用型作
物（稲）

農畜
産業
の環
境保
全

【環境保
全】
販売農
家のうち
環境保
全型農
業に取り
組む農
業者（岩
井地区
における
特別栽
培農家）
の割合
の増加

38%
(H17)

43%
(H18)

46%
(H19)

42%
(H20)

58%
(H20)

20.0%

岩井地区
における
特別栽培
農家数が
4％増加
した

・田植機
（紙マルチ
６条）１台

3,045,000 966,000 2,079,000

平成
19年3
月31
日

収穫増が
見込めな
い、一般栽
培との価格
差があまり
無いことな
どの理由に
より、計画
的な作付
者が増加し
なかった。

特別栽培農
家を増やし
ていく対策
が必要。

事業実施
主体の評

価

都道府県の
評価

成果目標
の具体的
な実績①

政策
目標
②

達成率

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

３年後 目標値 達成率

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時 １年後 ２年後 ４年後

市町
村名

事業
実施
主体
名

政策
目的

取組
の分
類

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値

負担区分（円）



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

事業実施
主体の評

価

都道府県の
評価

成果目標
の具体的
な実績①

政策
目標
②

達成率

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

３年後 目標値 達成率

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時 １年後 ２年後 ４年後

市町
村名

事業
実施
主体
名

政策
目的

取組
の分
類

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値

負担区分（円）

岩美
町

農事
組合
法人
大谷
生産
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

土地利
用型作
物（稲）

生産
性向
上

【土地利
用型作
物】
土地利
用型作
物栽培
の生産コ
ストの削
減

・稲
88,215
円/10a
(H17)

・稲
86,382
円/10a
(H18)

・稲
83,636
円/10a
(H19)

・稲
81,731
円/10a
(H20)

・稲
77,660
円/10a
(H20)

61.0%

土地利用
型作物栽
培の生産
コストが稲
7％削減
された

土地利
用型作
物（大
豆）

生産
性向
上

【土地利
用型作
物】
土地利
用型作
物栽培
の生産コ
ストの削
減

・大豆
55,619
円/10a
(H17)

・大豆
66,214
円/10a
(H18)

・大豆
69,213
円/10a
(H19)

・大豆
55,991
円/10a
(H20)

・大豆
48,331
円/10a
(H20)

-5%

土地利用
型作物栽
培の生産
コストが稲
-1％削減
された。

・不耕起播
種機（６条
播）、乗用
管理機、
レーザーレ
ベラー各１
台

9,798,495 3,110,000 6,688,495

平成
19年3
月31
日

本事業に
よって水稲
の乾田直
播、大豆の
不耕起密
播など、新
たな栽培
体系へ取
組めるよう
になった。
経営体を
取り巻く状
況の変化
にも、柔軟
に対応（飼
料稲の導
入）すること
で順調に
利益を上
げている
が、本事業
実施以降、
一部の費
目で生産
費の削減
が思うよう
に進まず、
目標が達
成できてい
ない。今後
は、ＪＡ、県
との連携の
もと生産費
の削減を
図ってい
く。

本事業によ
り播種、防
除作業の労
働時間の短
縮が可能と
なったた
め、労務費
等が大幅に
削減でき、
収益が向上
した。事業
実施主体の
経営は順調
であるが、
近年の燃
油・肥料高
騰等の影響
で生産費全
体の削減目
標が達成で
きていない
状況。今後
も生産費の
削減に努め
るよう指導し
ていく方針
である。



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

事業実施
主体の評

価

都道府県の
評価

成果目標
の具体的
な実績①

政策
目標
②

達成率

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

３年後 目標値 達成率

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時 １年後 ２年後 ４年後

市町
村名

事業
実施
主体
名

政策
目的

取組
の分
類

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値

負担区分（円）

北栄
町

鳥取
中央
農業
協同
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

野菜
(洗い
らっきょ
う)

生産
性向
上

【野菜】
らっきょう
栽培の
労働時
間の削
減

351.3hr
/10a
(H16)

305.2hr
/10a
(H17)

321.1hr
/10a
(H18)

318.3hr
/10a
(H19)

302.9hr
/10a
(H20)

261.3hr
/10a
(H19)

53.8%

洗いらっ
きょう栽培
の労働時
間が
13.8％削
減され
た。

・集出荷貯
蔵施設（洗
いらっきょう
洗浄施設）
一式

101,535,000 48,350,000 53,185,000

平成
18年3
月31
日

手作業や
小型機械
での栽培
が中心の
ため、労働
時間の削
減が困難
であること
から目標達
成できな
かった。今
後は、省力
施肥体系
の検討や
登録農薬
の拡大等
総合的な
作業体系
の見直しを
図ることで
さらなる省
力化に努
める。

小規模農家
での機械導
入が遅れて
おり、全体
の労働時間
の大幅な削
減には至ら
ず目標達成
できなかっ
たものの、
事業の実施
により労働
時間は事業
前に比べて
10a当たり約
50時削減さ
れており、
一定の評価
は出来ると
見ている。
今後も機械
導入の誘因
となる経営
規模の拡大
を促すた
め、販路拡
大・有利販
売による市
場拡大を推
進していく。
併せて労働
時間の削減
につながる
作業体系の
更なる改善
について引
き続き検討
するよう指
導していく
方針であ
る。



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

事業実施
主体の評

価

都道府県の
評価

成果目標
の具体的
な実績①

政策
目標
②

達成率

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

３年後 目標値 達成率

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時 １年後 ２年後 ４年後

市町
村名

事業
実施
主体
名

政策
目的

取組
の分
類

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値

負担区分（円）

北栄
町

鳥取
中央
農業
協同
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

野菜
(根付き
らっきょ
う)

生産
性向
上

【野菜】
らっきょう
栽培の
労働時
間の削
減

361.6hr
/10a
(H16)

306.6hr
/10a
(H17)

293.3hr
/10a
(H18)

288.9hr
/10a
(H19)

279.0hr
/10a
(H20)

254.2hr
/10a
(H19)

76.9%

根付き
らっきょう
栽培の労
働時間が
22.8％削
減され
た。

・集出荷貯
蔵施設（根
付きらっ
きょう共同
乾燥調製
施設）一式

34,177,500 16,275,000 17,902,500

平成
18年3
月31
日

大規模農
家は省力
機械の導
入や施設
利用により
効果は出
始めている
ものの目標
達成には
至っていな
い。今後
は、省力施
肥体系の
検討や登
録農薬の
拡大等総
合的な作
業体系の
見直しを図
ることでさら
なる省力化
に努める。

小規模農家
での機械導
入が遅れて
おり、目標
達成出来な
かったもの
の、事業の
実施により
労働時間は
年々削減さ
れ、事業前
に比べて
10a当たり約
80時間削減
されており、
一定の評価
は出来ると
見ている。
今後も機械
導入の誘因
となる経営
規模の拡大
を促すた
め、販路拡
大・有利販
売による市
場拡大を推
進していく。
併せて労働
時間の削減
につながる
作業体系の
更なる改善
について引
き続き検討
するよう指
導していく
方針であ
る。



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

事業実施
主体の評

価

都道府県の
評価

成果目標
の具体的
な実績①

政策
目標
②

達成率

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

３年後 目標値 達成率

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時 １年後 ２年後 ４年後

市町
村名

事業
実施
主体
名

政策
目的

取組
の分
類

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値

負担区分（円）

北栄
町

鳥取
中央
農業
協同
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

野菜
(ながい
も)

需要
に応
じた
生産
量の
確保

【野菜】
（契約取
引の推
進）
加工用・
進物用
の契約
取引量
の拡大を
図る

230.0t
(H16)

447.2t
(H17)

481.3t
(H18)

426.2t
(H19)

475.8t
(H20)

500.0t
(H19)

91.0%

全出荷量
のうち契
約取引量
が
106.9％
増加し
た。

・集出荷貯
蔵施設（長
芋洗浄施
設）一式

19,358,850 9,218,000 10,140,850

平成
18年3
月31
日

加工用・進
物の取引
量は増加し
ているが、
長芋の作
付面積（生
産量）減の
影響によ
り、絶対量
が不足し、
目標数量
に到達でき
なかった。
今後は、長
芋作付面
積の維持
に努めつ
つ、ねば
りっこの生
産・新たな
需要の拡
大を図る。

近年販売が
好調ならっ
きょうの栽培
にながいも
生産者が移
行し、生産
量が減少す
る中、事業
の実施によ
り契約取引
量は事業前
に比べ倍増
しており、一
定の評価は
できるとみて
いる。今後
も販売単価
の高い県育
成品種「ね
ばりっこ」の
作付を推進
し作付面積
の維持に努
め、新たな
販路や有利
販売の可能
性について
調査を継続
し、目標達
成されるよう
指導してい
く方針であ
る。

北栄
町

鳥取
中央
農業
協同
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

土地利
用型作
物（稲）

品質
向上

【土地利
用型作
物】
品質分
析の受
益面積
の拡大

0.0%
(0/196.
6ha)
(H17)

81.9%
(161.0/
196.6h
a)
(H18)

97.9%
(192.6/
196.6h
a)
(H18)

102.0%
(200.6/
196.6h
a)
(H20)

80.0%
(157.3/
196.6h
a)
(H20)

127.5%

品質分析
の受益面
積が
200.6ha
増加し
た。

・レーザー
式均平作
業機 1台

15,193,500 4,823,000 10,370,500

平成
18年
10月
21日

圃場整備
による大区
画への転
換あるいは
水田の集
団化・集約
化により農
作業の受
委託が進
んだ事でカ
ントリーエ
レベーター
への搬入
が増加した
ため品質
分析の受
益面積が
拡大した。
今後はレ
ベラー効果
による良食
味米の生
産に繋がる
ように利用
を促す。

地域の営農
体系の変化
により成果
目標が達成
された。今
後は、レベ
ラー効果に
よる食味向
上の取組が
重要と考え
る。



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

事業実施
主体の評

価

都道府県の
評価

成果目標
の具体的
な実績①

政策
目標
②

達成率

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

３年後 目標値 達成率

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時 １年後 ２年後 ４年後

市町
村名

事業
実施
主体
名

政策
目的

取組
の分
類

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値

負担区分（円）

北栄
町

鳥取
中央
農業
協同
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

野菜
(すい
か)

品質
向上

【野菜】
全出荷
量のうち
高品質
化に取り
組む割
合の増
加

82.3%
(H17)

96.9%
(H18)

95.5%
(H19)

95.8%
(H20)

91.0%
(H20)

155.2%

高品質化
に取り組
む出荷量
が13.5％
増加し
た。

・集出荷貯
蔵施設（西
瓜選果施
設）一式
・選果シス
テム一式

644,335,509 306,825,000 337,510,509

平成
19年3
月27
日

新品種の
導入に
伴った集落
別指導会・
現地指導
会等の回
数を増や
し、生産者
同士の意
見交換･相
互研鑽を
図ったこと
で、生産技
術･意識の
向上により
３Ｌを中心
とした大玉
で美味しい
西瓜の生
産に繋がっ
た。

消費者ニー
ズに合った
新品種の導
入等、高品
質化に向け
て事業が着
実に推進さ
れており、
目標が達成
された。今
後も安定し
た品質の保
持に努め、
販路拡大・
有利販売に
つながるよう
支援してい
く方針であ
る。

琴浦
町

聖郷
酪農
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

飼料作
物

生産
性向
上

【飼料増
産】
事業実
施地区
において
飼料作
物作付
面積を拡
大

46ha
(H16)

56.9ha
(H17)

54.3ha
(H18)

57.1ha
(H19)

56.9ha
(H20)

63.7ha
(H19)

61.6%

飼料作物
作付面積
が23.7％
増加し
た。

・カッティン
グロール
べーラー１
台

4,483,500 1,494,000 2,989,500
平成
17年8
月9日

農地の借り
受けが進
み栽培面
積は増加し
たものの、
配合飼料
価格の高
騰に伴い、
代替飼料と
してトウモ
ロコシの栽
培面積を
拡大せざる
を得ず、夏
草の面積
を増やすこ
とができな
かったこと
により、成
果目標を
達成するこ
とができな
かった。

トウモロコシ
を作付けし
た拡大農地
において裏
作で冬型牧
草を作付け
することや、
耕作放棄地
を活用した
牧草生産を
推進する必
要がある。

琴浦
町

鳥取
中央
農業
協同
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

土地利
用型作
物（稲）

農畜
産業
の環
境保
全

【環境保
全】
販売農
家のうち
環境保
全型農
業に取り
組む農
業者の
増加

2.3%
(42人
/1,799
人)
(H17)

2.3%
(42人
/1,799
人)
(H18)

2.0%
(36人
/1,799
人)
(H19)

10.3%
(185人
/1,799
人)
(H20)

10.0%
(180人
/1,799
人)
(H20)

103.6%

環境保全
型農業に
取り組む
農業者が
440％増
加した

・温湯消毒
装置、種籾
計量設備、
種籾乾燥
設備、脱水
機、コンテ
ナ各一式

10,500,000 4,000,000 6,500,000

平成
19年3
月15
日

関係機関と
の一体と
なった推進
により成果
目標が達
成された。

事業主体等
の環境保全
型農業推進
の取組によ
り、成果目
標が達成さ
れた。今後
は、地域全
体の取組に
繋がること
が重要と考
える。



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

事業実施
主体の評

価

都道府県の
評価

成果目標
の具体的
な実績①

政策
目標
②

達成率

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

３年後 目標値 達成率

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時 １年後 ２年後 ４年後

市町
村名

事業
実施
主体
名

政策
目的

取組
の分
類

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値

負担区分（円）

南部
町

柏尾
地区
実行
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

土地利
用型作
物（水
稲、大
豆）

生産
性向
上

【土地利
用型作
物】
イノシシ
による被
害が軽
減される
面積の
事業実
施地区
全体に
占める割
合を増加

19.5ha
(H17)

0ha
(H18)

0ha
(H19)

0ha
(H20)

1.8ha
(H20)

110.0%

イノシシ
による被
害が発生
した面積
が100％
減少した

・農産物被
害防止施
設（イノシ
シ侵入防
止フェンス
1789m）

3,910,520 1,955,000 1,955,520

平成
18年
10月2
日

着実な事
業推進によ
り成果目標
が達成され
た

侵入防止
フェンスを
設置によっ
て、イノシシ
による被害
をなくすこと
に成功して
おり、今後も
継続した効
果を維持す
るため、維
持管理等に
係る技術的
指導を行
う。

鳥取
市

鳥取
県畜
産農
業協
同組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

乳用牛
生産
性向
上

【畜産生
産基盤
育成強
化】
家畜飼
養頭数
（成牛）
の増加

25頭
(H16)

42頭
(H17)

49頭
(H18)

63頭
(H19)

70頭
（H20)

70頭
(H19)

100.0%

家畜飼養
頭数が
180％増
加した。

・牛舎１棟
・自動搾乳
システム一
式
・ローダー
１台
・乳牛２０
頭

72,787,498 33,165,000 0 0 39,622,498

平成
18年3
月31
日

初年度の
生乳の計
画生産によ
り増頭でき
ない状況
の中で20
年度にお
いては、牛
の導入を
実施した結
果、成果目
標を達成
することが
出来まし
た。

19年度まで
の生乳の減
産型生産調
整により増
頭計画の変
更が余義無
くされたが、
解除後は増
頭計画を達
成しており、
評価でき
る。

琴浦
町

大山
乳業
農業
協同
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

多目的
農業コ
ントラク
ター育
成

生産
性向
上

【多目的
コントラク
ター育
成】
飼料作
物の生
産受託
面積の
増加

17.3ha
(H17)

54.5ha
(H18)

64.9ha
(H19)

65.8ha
(H20)

33.1ha
(H20)

307.0%

飼料作物
の生産受
託面積が
280％増
加した。

・バンカー
サイロ（5m
×1.5m×
20m1列等
５基）１棟
・モアコン
ディショ
ナー(刈り
幅3m)１台
・カッティン
グロール
べーラー２
台

18,690,000 7,183,000 11,507,000

平成
19年3
月31
日

機械導入
により、飼
料収穫の
効率化が
図られ、成
果目標が
達成され
た。

高性能機械
の導入によ
り、作業効
率及び生産
物の高品質
化が図ら
れ、なおか
つ成果目標
も大幅に達
成されてお
り、評価出
来る。

  （注）１　別紙様式1号の２－１に準じて作成すること。

　　２　要領第1の（２）の（ア）及び（イ）場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　３　別添として、各事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

事業評価対象１３事業のうち、５事業で目標達成率が９割未満となった。目標未達の事業には、数年前から引き続き原油・資材価格が高水準であるのに加え、折からの景気後退が影響して販売促進やコスト削減が計画どおり進まなかったもの
が多い。一方で、環境保全型農業の推進や飼料作物の増産、高性能機械・装置の導入による品質向上に取り組んだ事業ではおおむね目標達成されており、こうした事業分野の潜在力の高さがうかがわれる。目標未達地区においても、市況
に左右されない強靱な農業構造への転換が図られるよう、必要な指導を行っていく方針である。

都道府県平均達成率 155.2% 総合所見



２　整備事業（経営力の強化を目的とする取組用）

平成２０年度

計画時 目標年

所得の向上（人） 0 1 0 0.0

農畜産物等の売上額の増加（千円） 0 47,767 24,838 52.0       

雇用の増大（人） 0 12 15 125.0     

集落営農の組織化（組織） 1 1 1 100.0     

水田・畑作経営所得安定対策への
加入（組織）

1 1 1 100.0     

農用地の利用集積（ha） 19.6 22.4 21.5 96.0       

目標
年度

第三者機関
の開催年月日

事業実施主体 鳥取いなば農業協同組合

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

目標
年度

第三者機関
の開催年月日

事業実施主体 田井水田生産組合

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

（添付資料）事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書（別添３）

・当県では、経営構造対策、アグリチャレンジャー支援、強い農業づくり交付金等の事業評価を、第三者機関
「強い農業づくり交付金関係施策評価委員会」において実施している。
・平成２０年度の同委員会において、事業の目標達成状況及び今後の改善指導方針について報告・説明の
上、協議したところ、県の改善指導方針のとおりとすることで了承が得られた。

・第三者機関での協議結果を踏まえて、事業関係者機関において供給・販売面で事
業実施主体を適宜指導した。

20 H21.3.19 整備施設等 高生産性機械施設

・当県では、経営構造対策、アグリチャレンジャー支援、強い農業づくり交付金等の事業評価を、第三者機関
「強い農業づくり交付金関係施策評価委員会」において実施している。
・平成２０年度の同委員会において、事業の目標達成に対する考え方（実質達成）及び今後の方針について報
告・説明の上、協議したところ、県の方針のとおりとすることで了承が得られた。

・実質的に目標達成との県の方針が了承されたため特段の指導は行っていないが、
必要に応じて集落営農組織の維持、発展に向けた指導を継続することとしている。

農道改修事業により農道幅が広くなったこと
で水田面積０．９haが減少したため、目標値
を下回る結果となった。したがって水田面積
の減少は不可抗力によるものであり、水田の
利用集積自体は当初の計画どおりに実現さ
れているため、事実上、目標は達成済みと
考えられる。今後も集落営農組織の維持、
発展に向けて引き続き指導する。

19 北栄町 田井地区

高生産性農業用機械施設
の整備
・自脱型コンバイン（56馬
力、4条刈）１台
・事業費 5,230千円
　（うち国庫2,615千円）

都道府県名 鳥取県 報告年度

事業
実施
年度

市町村名 地区名 整備事業の取組内容

18 鳥取市 -

農畜産物処理加工施設
の整備
・鉄骨平屋建546㎡ １棟
・事業費 158,046千円
　（うち国庫73,150千円）

　雇用については目標達成したが、売上額
については、施設の本格稼働がずれ込んだ
ため主力商品の生産が伸びなかったこと及
び外販が不十分であったことから目標達成
できなかった。今後は、供給力の充実ととも
に販路の開拓を進めて改善を図るよう指導
する。

点検結果及び講じようとする措置又は
点検評価及び講じようとする指導

成果目標
目標値 当該

年度の
目標(A)

Ａに対
する達
成率(%)

20

都道府県平均達成率

整備施設等 農畜産物処理加工施設

78.8                       

H21.3.19



（別紙様式２号別添）
別添３　（経営力の強化を目的とする取組用）

都道府県名

鳥取県

政策目標 担い手の育成・確保 アグリチャレンジャー支援（女性起業）

１　施設等の整備状況

道府県費　 市町村費 その他

鉄骨平屋建
　546㎡　１棟
内部機器一式

0 80,465 4,431 平成１８年度

２　成果目標の達成状況

３年度目(H20)

所得の向上 0人 1人 1

0

0.0

農畜産物等の売上額の増加 0千円 47,767千円 47,767

24,838

52.0

雇用の拡大 0人 12人 12

15

125.0

-                

-                

100.0          

-                

-                

100.0          

3,283          

市町村名

鳥取市

報告年度

平成２１年度

・施設の稼働時期の関係で、主力の加工品である味噌の仕込み
が19年の12月からとなり、必要な熟成期間に7ヵ月以上要すること
から、目標年度の売上げに反映できず、農家所得の向上及び畜
産物等の売上額の増の目標達成が出来なかった。
・今後は味噌の生産が本格化すること、販売面でも地元ホテルや
県のアンテナショップへの出荷、中国5県の農協による予約共同
購入方式による販売など、地産他消をテコとした販路拡大により
達成を図る。
・点検評価の結果について経営構造コンダクター等から指摘を
受け、効率的な運営と販売の促進を図るために、次の改善策を
講じている。
①組合員全員が参加する会議を開催することとし、組合員の意
識の共有とイベント等への対応等を協議することで、収益向上及
び効率的な運営に努める。
②関係機関が開催する研修会への積極的な参加や、これまで製
造作業と兼務していた販売企画員を専従にするなど、販売企
画、商品開発の強化を図る。

事業の着実な推進により、計画を達成できた。

計画主体

鳥取いなば農業協同組合

整備事業の取組内容

-

事業実施年度

平成１８年度

目標年度

平成２０年度

地区名

認定農業者等
担い手育成の推

進

事業量等 対象作物等

農産物全般
（水稲、大豆、小麦、
ジャガイモ、梨等）

取組名 成果目標

整備施設等
負担区分（千円）

１年度目(H18) ２年度目(H19)

158,046

備　　　考

農畜産物処理加工施設

46,900         

-                17,562         

16               

交付金

73,150

- 133.3          

- 37.4            

1                12               

-                

事業実施状況報告書（事業実施主体等用）

目　　標　　値

計画時
（Ｈ17年度）

目標年
（Ｈ20年度）

成果目標の達成プログラム

（上段：計画、中段：実績、下段：達成率）

実　施
年　度

事業実施主体
（管理主体）

鳥取いなば農業協同組合
（野菜畑のシンデレラ

利用組合）

事業費
（千円）



（別紙様式２号別添）

別添３　（経営力の強化を目的とする取組用）

都道府県名

鳥取県

政策目標 担い手の育成・確保 集落営農育成・確保緊急整備支援

１　施設等の整備状況

道府県費　 市町村費 その他

自脱型コンバイン
５６馬力、４条刈、１
台

0 0 2,615 平成１９年度

２　成果目標の達成状況

３年度目 ４年度目 ５年度目

集落営農の組織化 組織 組織

（集落営農組織の設立数） 1 1

組織 組織

1 1

農用地の利用集積 ha ha

（利用集積面積） 19.6 22.4 21.5            

22.4

事業の着実な推進により、計画を達成で
きた。

事業の着実な推進により、計画を達成で
きた。

区画整備事業により農道幅が拡大し水田面積
が減少したため計画達成ができなかった。今後
は、畑作中心の農家や高齢農家からの農地の
利用集積により改善を図る。

事業実施状況報告書（事業実施主体等用）

目　　標　　値

計画時
（Ｈ18年度）

目標年
（Ｈ20年度）

成果目標の達成プログラム

（上段：計画、中段：実績、下段：達成率）

1                 1

1                 1

21.5

105.6           96.0

100             100

21.4            

事業実施主体
（管理主体）

田井水田生産組合

事業費
（千円）

1                 

1                 

100             

1

1

100

成果目標

整備施設等

水田・畑作経営所得安定対策
への加入（加入組織数又は加
入対象となることを目指す組織
数）

交付金

2,615

負担区分（千円）

１年度目(H19) ２年度目(H20)

備　　　考

実　施
年　度

平成１９年度

目標年度

平成２０年度

地区名

高生産性農業用機械施設

認定農業者等
担い手育成の推進

事業量等 対象作物等

土地利用型作物（水
稲）

取組名

市町村名

北栄町

報告年度

平成２０年度

5,230

計画主体

田井水田生産組合

整備事業の取組内容

田井地区

事業実施年度


